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第１章 計画の策定にあたって 

 

１．計画策定の背景と趣旨 

国では、平成 18年 4 月に、障害のある人や障害のある子どもが自立した日常生活や社会生活を

営むことができる社会の実現を目指し、障害者自立支援法が施行、平成 23 年に改正した「障害者

基本法」では、障害のある人の定義を見直すとともに、平成 24年 6 月には障害者自立支援法を「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」という）

に改正し、難病患者を障害福祉サービスの対象に含めるなど制度改正を実施しています。さらに、

平成 28 年 6 月には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福

祉法の一部を改正する法律（障害者総合支援法及び児童福祉法の改正、平成 28 年法律第 65 号）」

が公布され、平成 30年4 月からの施行となりました。この法律は、障害のある人が自らの望む地

域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や、高齢の障害の

ある人による介護保険サービスの円滑な利用促進のための見直しを行うこと、障害児支援のニーズ

の多様化に、きめ細かく対応するための支援の拡充を図ること、サービスの質の確保・向上を図る

ための環境整備等を行うことを目的としています。 

平成 29 年 3月に示された「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」においては、地域共生社会の実現のための規定の整備、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムの構築、障害児支援の提供体制の計画的な整備、発達障害者支援の一層の

充実が示されています。 

本市では、障害者基本法に基づく、本市の障害者福祉施策全体の方針を示した「大和高田市障害

者福祉基本計画」を策定し、「障がいのある人もない人も、ともに理解し合い、安心・快適な生活

を送ることができるまちづくり」を基本理念に、住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりに

取り組んできました。 

平成 27 年 3 月に策定した「第 4 期障害福祉計画」は平成 30 年 3 月をもって計画期間を終了

します。そのため、この計画期間における障害福祉サービスと地域生活支援事業の実績や計画の進

捗状況を確認するとともに、改めて障害のある人のニーズや課題を把握し、平成 32 年度までの数

値目標等を示す「大和高田市第 5 期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画（以下「本計画」とい

う。）」を策定します。 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく、「市町村障害福祉計画」及び「市町村障

害児福祉計画」として策定するもので、障害福祉サービス等の実施計画的な位置づけを有するもの

とし、障害福祉サービス及び相談支援並びに地域生活支援事業及び障害児通所支援等を提供するた

めの基本的な考え方、目標及び確保すべきサービス量・確保のための方策を定めるものです 

また、本市の障害者施策の基本方針である「大和高田市障害者福祉基本計画」との整合を図ります。 

その他、本市のまちづくり全体の方向性と各行政分野の取り組みの方向性を示した計画や福祉関

連計画とも調和が保たれた計画とします。 
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３．近年の障害福祉施策の主な動き 

 国においては、障害のある人に関わる様々な制度の改革に向けた検討が進められ、多くの関係法

令が可決・成立しました。その一方、社会経済情勢は絶えず変化を続けており、障害のある人や、

家族を中心とした主に介護を担う人の高齢化、障害の重度化・重複化などへの対応が迫られていま

す。 

 

項目 内容 

障害者差別解消法 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の

一環として、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理

由とする差別の解消を推進することを目的として、平成 25 年 6 月、「障害を

理由とする差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障害者差別解消

法」）が制定され、平成 28年 4 月から施行されました。 

障害者権利条約 

障害者権利条約は、障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障害

者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者の権利の実現

のための措置等について定める条約です。 

障害者権利条約は、平成18年 12月に国連総会において採択され、平成20

年 5月に発効しました。我が国は平成19年9月に署名し、平成26年1月に

批准書を寄託、同年 2 月に同条約は我が国について効力を発生していま

す。 

難病医療法 

持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に

基づく措置として、難病の患者に対する医療費助成に関して、法定化するこ

とによりその費用に消費税の収入を充てることができるようにするなど、公平

かつ安定的な制度を確立するほか、基本方針の策定、調査及び研究の推

進、療養生活環境整備事業の実施等の措置を講ずることを趣旨として、「難

病の患者に対する医療等に関する法律」が平成 26 年 5 に成立し、平成 27

年 1 月に施行されました。 

障害者雇用促進法 

雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働く

にあたっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）を定める

とともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の

算定基礎に加える等の措置を講ずることを定めた「障害者の雇用の促進等

に関する法律」が平成 25年 6月に成立し、平成 28年 4月に施行されました

（法定雇用率算定に精神障害者を加えることは、平成 30 年 4月施行）。 
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項目 内容 

成年後見制度利用促進法 

成年後見制度が十分に利用されていないことに鑑み、「成年後見制度の利

用の促進に関する法律」が平成 28年 4月に公布され、同年 5月に施行され

ました。本法律では、その基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、また、

基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、成年後見制度利用促

進会議及び成年後見制度利用促進委員会を設置すること等により、成年後

見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとされて

います。 

発達障害者支援法 

発達障害者には症状の発現後できるだけ早期の発達支援が特に重要であ

ることに鑑み、発達障害を早期に発見し、発達支援を行うことに関する国及

び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、発達障害者に対し学校教

育等における支援を図ることを趣旨とした発達障害者支援法が、平成 28 年

5 月に成立し、同年 8月に施行されました。 

ニッポン一億総活躍プラン 

我が国の経済成長の隘路の根本にある少子高齢化の問題に真正面から取

り組むものであり、日本経済に更なる好循環を形成するため、これまでの三

本の矢の経済政策を一層強化するとともに、広い意味での経済政策として、

子育て支援や社会保障の基盤を強化し、それが経済を強くする新たな経済

社会システムづくりに挑戦することを趣旨とした「ニッポン一億総活躍プラン」

が平成 28年 6月に閣議決定されています。 

障害者総合支援法及び児童

福祉法 

障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対

する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サービスの円滑な利

用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化に

きめ細かく対応するための支援の拡充を図るほか、サービスの質の確保・向

上を図るための環境整備等を行うことを趣旨として、「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正

する法律」は、平成 28 年 5 月に成立、6 月に公布され、平成 30 年 4 月 1 日

から施行されます。 

 

４．計画の期間 

本計画は、平成 30 年度から平成 32年度までの 3 年間を計画期間とします。なお、障害のある

人を取り巻く社会情勢の変化や法令・制度の改正が生じた場合は、適時見直しを行います。 
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５．計画の策定体制 

１）計画対象者のニーズの把握 

 

市内に住む身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳などを所持している人のうち、

1,000 人を対象に、生活状況や考え、ニーズ等を把握するためのアンケート調査を実施しました。 

 

項目 内容 

調査対象者 
市内に住む身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳などを

所持している人 1,000 人（無作為抽出） 

調査期間 平成 29 年 12 月 22 日（金）～平成 29年 12 月 29 日（金） 

配布方法 郵送による配布・回収 

回収状況 配布数：1,000 件    回収数：398 件   回収率：39.8％  

 

２）パブリックコメントの実施 

本計画は、パブリックコメントを実施し、広く市民の意見を聴取するなど、よりよい計画となる

よう取り組みました。 

 

６．計画の基本理念 

 本市では、平成 26 年3 月に策定した「大和高田市障害者福祉基本計画」において、「共生社会」

への市民の理解を高めていくとともに、障がいのある人がそれぞれの役割と責任を持ってともに社

会の一員として、社会のあらゆる活動に参加し、安心・快適な生活を送ることができるよう、「障

害のある人もない人も、ともに理解し合い、安心・快適な生活を送ることができるまちづくり」と

いう基本理念を設定しました。 

 本計画においても、この理念を踏襲し、きめ細かな福祉行政を推進していくとともに、市民、障

害福祉関係者、企業、行政が一体となって推進していくことをめざし、障がいのある人への支援の

充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

  

“障がいのある人もない人も、ともに理解し合い、 

安心・快適な生活を送ることができるまちづくり” 
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第２章 本市の動向 

 

１．身体障害者手帳所持者数の推移 

 身体障害者手帳所持者数は、平成 2６年度以降、減少傾向にあり、平成 29 年度で 3,275 人と

なっています。 

 等級別にみると、各年１級が最も多く、平成 29 年度で 998 人となっており、身体障害者手帳

所持者数の約 3 割を占めています。 

 

等級別身体障害者手帳所持者数の推移 
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 部位別にみると、各年ともに「肢体不自由」が最も多く、平成 29 年度では 1,773 人となって

います。次いで、「内部障害」が 836人、「聴覚障害」が 290 人となっています。 

 

部位別身体障害者手帳所持者数の推移 
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 年齢別にみると、65歳以上が最も多く、75.9％（2,485 人）となっており、18～65 歳未満

が 22.9％（749 人）がつづいています。 

 

年齢別身体障害者手帳所持者数の構成割合（平成 29 年度） 
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２．療育手帳所持者数の推移 

 療育手帳所持者数の推移をみると、年々増加しており、平成 29年度で759 人となっています。 

 判定別にみると、平成 29 年度で「Ａ（最重度、重度）」が 356 人、「Ｂ（中、軽度）」が 403

人となっています。 

判定別療育手帳所持者数の推移 
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 年齢別にみると、18～65 歳未満が最も多く、66.3％（503 人）となっており、18 歳未満が

28.４％（216 人）がつづいています。 

 

年齢別療育手帳所持者数の構成割合（平成 29 年度） 
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３．精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 精神障害者保健福祉手帳所持者数は、年々増加しており、平成 29 年度で 634 人となっていま

す。等級別にみると、各年「２級」が最も多く、平成 29 年度で 408 人となっています。 

 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 
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300

400

500

600

700

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

３級

２級

１級

（人）

385

634

578

499

446
416

（人）
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 年齢別にみると、18～65 歳未満が最も多く、79.7％（505 人）となっており、65 歳以上が

18.9％（120 人）がつづいています。 

 

年齢別精神障害者保健福祉手帳所持者数の構成割合（平成 29 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （平成 29 年度、６月末現在） 

 

 

４．アンケート調査結果 

●現在、どのようなところで暮らしているか 

「自宅（マンション・団地なども含む）」と回答した割合が 82.4％と最も高く、次いで「障害の

ある人のための施設」（5.5％）、「グループホーム、福祉ホームなど」（4.0％）の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.4 

5.5 

4.0 

2.8 

1.3 

2.0 

2.0 

0 20 40 60 80 100

自宅（マンション・団地なども含む）

障害のある人のための施設

グループホーム、福祉ホームなど

病院

高齢者のための施設

その他

無回答

(%)
(n=398)

18歳未満

1.4%（9）

18歳～64歳

79.7%（505）

65歳以上

18.9%（120）
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17.8 

33.9 

6.0 

11.8 

4.3 

8.5 

3.0 

14.6 

0 10 20 30 40

住まいの場所の確保

福祉サービスの安定した提供

夜間や休日も対応できる相談機関

緊急時や夜間での病院や施設の
受け入れ体制の確保

地域住民の障害理解の促進

金銭管理や権利擁護ができる機関

その他

無回答

(%)
(n=398)

●将来、どのように生活したいですか 

 「今のまま生活したい」と回答した割合が 56.0％と最も高く、次いで「今は想像できない」

（21.1％）、「家族等の介護者が亡き後も、いま住んでいる自宅で支援を受けながら生活したい」

（14.1％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●家族等の介護者が亡き後やグループホームの利用を行う場合、あるいは一人暮らしを行う場合に、

特に必要と考えること 

 「福祉サービスの安定した提供」と回答した割合が 33.9％と最も高く、次いで「住まいの場所

の確保」（17.8％）、「緊急時や夜間での病院や施設の受け入れ体制の確保」（11.8％）の順となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.0 

21.1 

14.1 

13.6 

7.8 

4.3 

2.8 

2.3 

0 20 40 60

今のまま生活したい

今は想像できない

家族等の介護者が亡き後も、いま住んで
いる自宅で支援を受けながら生活したい

家族等の介護者が亡き後は、
施設等に入所して生活したい

一人暮らしやグループホームなど、
地域で家を出て生活したい

家族等の介護者が亡き後は、
グループホームで生活したい

その他

無回答

(MA%)
(n=398)
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50.0 

46.5 

38.9 

26.9 

23.6 

21.4 

20.6 

15.1 

10.1 

0.8 

6.8 

2.3 

0 20 40 60

徒歩

家族などが運転する車

電車

自転車

自動車

タクシー

バス

送迎バス

車いす

電動車いす

その他

無回答

(MA%)
(n=398)

●最近１年間、地域の行事や活動に参加しましたか 

 「参加していない」と回答した割合が 60.3％と最も高く、次いで「自治会活動・祭りなど地域

の行事」（15.8％）、「学校の行事」（9.5％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●外出するときの交通手段は何ですか 

 「徒歩」と回答した割合が 50.0％と最も高く、次いで「家族などが運転する車」（46.5％）、「電

車」（38.9％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.8 

9.5 

8.8 

7.5 

3.8 

2.5 

1.8 

2.3 

60.3 

5.5 

0 20 40 60 80

自治会活動・祭りなど地域の行事

学校の行事

趣味やスポーツなどのサークル活動

障害者団体の集会・活動

文化・スポーツ事業

福祉・ボランティア活動

セミナー・講演会等の学習活動

その他

参加していない

無回答

(MA%)
(n=398)
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27.9 

26.9 

21.9 

9.3 

7.5 

7.3 

7.3 

5.8 

5.8 

5.8 

5.5 

5.5 

5.0 

3.5 

3.3 

3.3 

24.6 

9.5 

0 10 20 30

将来にわたる生活の場（住居）や
施設があるかどうかが不安

自分の健康や体力に自信がない

家族などの介助者の健康状態が不安

適当な働き口がない

悩みなどを相談できる人がいない

同じ障害の仲間と出会える機会が
ない

障害のある子どもが利用しやすい
施設や設備が少ない

一緒に暮らす人がいない

専門的な療育機関や相談機関が
わからない

進学する学校について

生活するうえで必要な情報が
得られない

卒業後の進路について

身の回りの介助者や援護者がいない

必要な保健・福祉・医療サービスが
受けられない

地域で参加できる行事や学べる場がない

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=398)

●あなたは、現在の生活で困っていることや不安に思っていることがありますか 

 「将来にわたる生活の場（住居）や施設があるかどうかが不安」と回答した割合が 27.9％と最

も高く、次いで「自分の健康や体力に自信がない」（26.9％）、「家族などの介助者の健康状態が不

安」（21.9％）の順となっている。また「特にない」は 24.6％となっています。 
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72.6 

24.9 

22.9 

16.8 

9.8 

7.5 

6.3 

5.5 

4.8 

3.3 

2.3 

2.0 

1.5 

1.5 

1.3 

1.0 

0.5 

0.3 

0.3 

0.0 

0.0 

0.0 

4.5 

3.3 

6.0 

0 20 40 60 80

家族・親族

医師・看護師

友人・知人

福祉施設の職員

市役所

通園・通学先の先生

職場の人

専門の相談員

ホームヘルパー

障害者就労・生活支援センター
『ブリッジ』

ソーシャルワーカー

社会福祉協議会

市保健センター

障害者の団体

県児童相談所（こども家庭相談ンター）

民生委員児童委員

職業安定所（ハローワーク）

発達障害支援センター
『でぃあ～』

高次脳機能障害支援センター

保健所

ボランティア

県障害者社会参加推進センター

その他

相談できる人（ところ）がない

無回答

(MA%)
(n=398)

●心配ごとや悩みがあった場合、だれに相談しますか 

 「家族・親族」と回答した割合が 72.6％と最も高く、次いで「医師・看護師」（24.9％）、「友

人・知人」（22.9％）の順となっています。 
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35.2 

25.4 

17.1 

16.3 

13.1 

12.6 

11.8 

5.0 

4.5 

3.8 

2.5 

2.5 

2.3 

2.3 

1.8 

1.8 

0.8 

0.5 

0.5 

0.5 

0.0 

0.0 

11.1 

3.0 

7.5 

0 10 20 30 40

家族・親族

市役所

医師・看護師

市の広報やお知らせ

福祉施設の職員

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

友人・知人

通園・通学先の先生

ホームヘルパー

障害者の団体

職場の人

専門の相談員

障害者就労・生活支援センター
『ブリッジ』

社会福祉協議会

ソーシャルワーカー

市保健センター

県児童相談所（こども家庭相談センター）

発達障害支援センター
『でぃあ～』

民生委員児童委員

ボランティア

保健所

高次脳機能障害支援センター

特にない

その他

無回答

(MA%)
(n=398)

●あなたは、保健・福祉サービスに関する情報をどこから入手していますか 

 「家族・親族」と回答した割合が 35.2％と最も高く、次いで「市役所」（25.4％）、「医師・看

護師」（17.1％）の順となっています。 
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4.5 23.1 63.3 9.0 

(%)
0 20 40 60 80 100

内容まで知っている

法律名は知っているが、内容は知らない

法律名も内容も知らない 無回答
(n=398)

37.4 32.4 5.0 18.6 6.5 

(%)
0 20 40 60 80 100

あると思う 少しはあると思う ないと思う わからない 無回答
(n=398)

24.4 

19.3 

18.3 

15.3 

12.3 

11.6 

9.5 

7.3 

5.8 

1.5 

5.5 

24.1 

13.8 

0 10 20 30

障害や障害者に関する広報・啓発
の充実

学校における福祉教育の充実

障害のある人との交流を通じての
理解と参加の促進

障害のある人の積極的な社会への
進出

福祉施設の地域への開放や、
地域住民との交流

障害への理解を深めるために
活動する住民団体への支援

障害のある人へのボランティア
活動の推進

障害のある人の地域の
まちづくりへの参加

障害に関する講演会や
学習会の開催

その他

特にない

わからない

無回答

(3LA%)
(n=398)

●平成 28年 4 月に施行された「障害者差別解消法」を知っていますか 

 「法律名も内容も知らない」と回答した割合が 63.3％と最も高く、次いで「法律名は知ってい

るが、内容は知らない」（23.1％）、「内容まで知っている」（4.5％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

●障害のある人に対して、障害を理由とする差別や偏見があると思いますか 

 「あると思う」と回答した割合が 37.4％と最も高く、次いで「少しはあると思う」（32.4％）、

「わからない」（18.6％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

●障害のある人への住民の理解を深めるためには、何が必要だと考えますか 

 「障害や障害者に関する広報・啓発の充実」と回答した割合が 24.4％と最も高く、次いで「学

校における福祉教育の充実」（19.3％）、「障害のある人との交流を通じての理解と参加の促進」

（18.3％）の順となっている。また「わからない」は 24.1％となっています。 
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27.6 38.2 13.1 9.8 11.3 

(%)
0 20 40 60 80 100

働いている（福祉的就労、家業の手伝いなど含む）

以前働いていたことがあるが、現在は働いていない

働いたことがない

学校に通っている

無回答
(n=398)

25.6 

17.1 

16.8 

16.6 

16.3 

8.3 

5.0 

6.0 

29.6 

23.4 

0 10 20 30 40

職場の人に障害を理解してほしい

仕事の相談や紹介の窓口を
充実させてほしい

通勤時間や日数などを
柔軟にしてほしい

働き始めたあとも慣れるまでの期間、
指導を続けてほしい

社会に出て働くための指導や
訓練を充実させてほしい

職場に障害者用の設備を
整えてほしい

仕事帰りに就労について語り合える
サロンのような場所がほしい

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=398)

●現在、働いていますか 

 「以前働いていたことがあるが、現在は働いていない」と回答した割合が 38.2％と最も高く、

次いで「働いている（福祉的就労、家業の手伝いなど含む）」（27.6％）、「働いたことがない」（13.1％）

の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

●あなたが働くとすれば（または、働き続けるためには）、何を望みますか 

 「職場の人に障害を理解してほしい」と回答した割合が 25.6％と最も高く、次いで「仕事の相

談や紹介の窓口を充実させてほしい」（17.1％）、「通勤時間や日数などを柔軟にしてほしい」

（16.8％）の順となっている。また「わからない」は 29.6％となっています。 
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23.1 

22.9 

21.4 

21.4 

19.8 

19.6 

18.1 

16.8 

16.8 

16.1 

13.6 

10.1 

9.0 

7.0 

2.3 

11.8 

40.7 

0 10 20 30 40 50

相談体制（療育、就園、就学、
学習、生活、進路等）の充実

早期発見・早期療育システムの充実

障害に対応した施設、設備の充実

能力や障害の状況に合った指導の充実

就職や仕事につながるカリキュラム
（職業体験、現場実習など）

障害のある児童・生徒の
保護者に対する精神的な支援

教育・保健・医療・福祉などの
関係機関の連携

作業療法や言語療法など専門的な
発達支援の充実

将来の生活に役立つカリキュラム
（自立生活の体験、アドバイスなど）

障害への理解を深めるための
人権教育や福祉教育の推進

ライフステージに応じた切れ目ない支援

普通学級との交流の機会

普通学級への受け入れ

教材や教具の充実

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=398)

●障害のある児童・生徒の育成や教育に関し、どのようなことを望みますか 

 「相談体制（療育、就園、就学、学習、生活、進路等）の充実」と回答した割合が 23.1％と最

も高く、次いで「早期発見・早期療育システムの充実」（22.9％）、「障害に対応した施設、設備の

充実」と「能力や障害の状況に合った指導の充実」（21.4％）の順となっています。 
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15.6 

12.3 

8.0 

7.5 

7.5 

5.0 

3.3 

2.5 

7.0 

39.9 

14.3 

0 10 20 30 40 50

医療費の負担が大きい

交通費の負担が大きい

通院するときに手助けしてくれる
人がいない

専門的な治療をおこなう病院が
身近にない

障害が理由で治療を受けにくい診療科が
ある（例：歯科・整形外科など）

専門的なリハビリができる施設が
身近にない

気軽に診てくれる医師がいない

ちょっとした病気やけがのときに
受け入れてくれる病院が身近にない

その他

特に困っていない

無回答

(MA%)
(n=398)

38.4 

21.9 

17.6 

14.3 

9.8 

8.5 

8.5 

5.5 

2.0 

11.1 

17.6 

16.8 

0 10 20 30 40 50

どんなサービスがあるのか、
もっと情報がほしい

利用についての申請や手続き方法を
わかりやすくしてほしい

費用負担を軽くしてほしい

利用できる事業所の情報がほしい

関わる人材の対応・態度や技術・
知識を向上してほしい

障害特性に応じた方法で情報を
提供してほしい

サービスの回数や時間を当事者の
ニーズに応じて増やしてほしい

利用の条件を緩やかにしてほしい

その他

特に困っていることはない

サービスを利用したことがない

無回答

(3LA%)
(n=398)

●医療を受けるにあたり、何か困っていることはありますか 

 「特に困っていない」と回答した割合が 39.9％と最も高く、次いで「医療費の負担が大きい」

（15.6％）、「交通費の負担が大きい」（12.3％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●障害福祉サービスについて、あなたが希望することは何ですか 

 「どんなサービスがあるのか、もっと情報がほしい」と回答した割合が 38.4％と最も高く、次

いで「利用についての申請や手続き方法をわかりやすくしてほしい」（21.9％）、「費用負担を軽く

してほしい」と「サービスを利用したことがない」（17.6％）の順となっています。 
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46.0 

45.5 

45.2 

44.5 

42.0 

33.4 

30.9 

27.6 

24.1 

21.4 

20.1 

14.6 

3.3 

6.0 

8.5 

0 10 20 30 40 50

避難先での薬や医療体制

避難場所での過ごし方

トイレや入浴設備

水や食事の確保

寝る場所の確保

家族との連絡方法

自分だけで動けない

避難場所までの移動手段の確保

避難の場所がわからない

避難場所での情報・コミュニケーション
支援の確保

詳細な情報の入手

頼れる人がそばにいない

その他

特に不安はない

無回答

(MA%)
(n=398)

●市では、障害者相談支援事業として「生活支援センターもちつもたれつ」「指定障害者支援施設 

青垣園」「生活支援センター なっつ」に業務委託を行っていますが、事業所名や事業内容をご

存知でしたか 

 「事業所名も内容も知らない」と回答した割合が 44.0％と最も高く、次いで「事業所名は知っ

ているが、内容は知らない」（20.6％）、「事業所名も内容も知っている」（17.6％）の順となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

●災害など緊急時の避難について考えるとき、あなたはどのようなことに不安を感じますか 

 「避難先での薬や医療体制」と回答した割合が 46.0％と最も高く、次いで「避難場所での過ご

し方」（45.5％）、「トイレや入浴設備」（45.2％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.6 20.6 1.0 44.0 16.8 

(%)
0 20 40 60 80 100

事業所名も内容も知っている

事業所名は知っているが、内容は知らない

内容は知っているが、事業所名は知らない

事業所名も内容も知らない 無回答

(n=398)
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35.2 

24.6 

23.6 

23.4 

23.4 

22.6 

22.6 

22.4 

22.4 

21.6 

19.8 

19.6 

18.6 

16.8 

16.8 

12.6 

11.8 

10.1 

8.8 

8.5 

6.3 

6.0 

4.0 

11.3 

12.1 

0 10 20 30 40

保護者が亡くなった後の生活支援
の充実

福祉に関する情報の充実

建物や交通機関、道路などの
障害者に配慮したまちづくりの推進

障害の予防・早期発見・
保健指導体制の充実

障害者が住みやすい住宅の確保や
住居環境の改善・整備

サービスの質の向上

福祉に関する相談支援体制や
情報提供の充実

ホームヘルプサービスなどの在宅
福祉サービスの充実

医療やリハビリの充実

入所施設の整備

就労の援助や雇用の促進

障害児のための保育・教育の充実

障害者理解への啓発や交流の促進

所得保障の充実

防災や安全対策など
安心して暮らせるまちづくりの推進

グループホームなど地域での
生活の場の整備

日中活動系サービスの充実

コミュニケーション支援の充実

福祉機器の利用のための助成

スポーツ・レクリエーション
活動の充実

ボランティア活動の推進

生涯学習や文化活動の充実

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=398)

●大和高田市の障害福祉を充実させるために、今後、どのような施策が重要であると考えますか 

 「保護者が亡くなった後の生活支援の充実」と回答した割合が 35.2％と最も高く、次いで「福

祉に関する情報の充実」（24.6％）、「建物や交通機関、道路などの障害者に配慮したまちづくりの

推進」（23.6％）の順となっています。 
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５．第４期障害福祉計画の達成状況 

１）施設入所者の地域生活への移行 

 

① 平成 25 年度末時点の施設入所者のうち、地域生活に移行する人数 

平成 29 年度末の目標値 10 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） １人 

 

② 平成 26 年度末時点と比較した施設入所者の削減数 

平成 29 年度末の目標値 10 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） ４人 

 

２）入院中の精神障害者の地域生活への移行 

 

平成 29 年度末の目標値 奈良県による目標設定 

 

３）地域生活支援拠点等の整備 

 

平成 29 年度末の目標値 １か所 

平成 29 年度末の実績値（見込） ０か所 

 

４）福祉から一般就労への移行等 

 

① 就労移行支援事業所等を通じて、平成 29 年度中に一般就労する者の数 

平成 29 年度末の目標値 ５人 

平成 29 年度末の実績値（見込） ２人 

 

② 就労移行支援事業の利用者数 

平成 29 年度末の目標値 20 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） 14 人 
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第３章 平成 32 年度の数値目標 

 

国の基本指針に基づくとともに、地域の実情を考慮し、平成 32 年度の数値目標を設定します。 

 

１．第５期障害福祉計画策定に関する国の動向 

国による「障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針の見直し」（平成 29 年厚生労働省

告示第 116 号）に基づき、本市の最新の障害福祉サービスの状況を反映した適切な目標設定が必

要となります。 

 

●第 5期障害福祉計画の策定に向けた国の主な考え方 

 

○地域共生社会の実現に向けた取組 

地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがい

をともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向けた取組等を計画的に推進する。 

 

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害

（発達障害及び高次脳機能障害を含む）にも対応した地域包括ケアシステムを構築する。 

平成 32 年度末までに、全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置（広

域設置も可）。 

 

○障害児支援の提供体制の整備等 

①地域支援体制の構築 

・児童発達支援センター（児童福祉法）の専門機能を強化し、地域における中核的な支援施設と

して位置づける 

②保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

③地域社会への参加・包容の推進 

④特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

・重症心身障害児 

・医療的ケア児 

・強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児 

・虐待を受けた障害児 

⑤障害児相談支援の提供体制の確保 

 

○発達障害者支援の一層の充実（都道府県中心） 

・都道府県及び指定都市は、発達障害者支援センターの複数設置や発達障害者地域支援マネジャ

ーの配置を進める。 

・発達障害者の支援の体制の整備を図るため、発達障害者支援地域協議会の設置に努める。 
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２．福祉施設から地域生活への移行促進 

【目標値にあたっての国の考え方】 

・国の基本指針における「入所施設利用者の地域生活への移行」に関する目標値の考え方では、

平成32年度末の段階において平成28年度末時点の施設入所者の9％以上が地域生活に移行

するとともに、施設入所者数を 2％以上削減することが設定されています。また、第 4 期計画

における実績が目標に満たないと見込まれる場合には、上記数値に未達成の割合を加味して目

標を設定することとされています。 

 

【国の目標値】 

○施設入所者の地域移行：平成 28 年度末時点から 9％以上移行 

○施設入所者数の削減：平成 28 年度末時点から 2％以上削減 

 ※第 4 期計画の未達成部分も加味すること 

 

【第 5期計画の目標】 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

①施設入所者数 86 人 78 人 

②減少（見込み）数 ２ 人 ８ 人 

③地域生活移行数 

 （移行率②／①） 
2.2 % 9.3 % 

 

３．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【目標値にあたっての国の考え方】 

・国の基本指針における「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に関する市町村

の目標値の設定の考え方は、平成 32 年度末までに全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係

者による協議の場を設置することを原則としています。具体的には、地域自立支援協議会に専

門部会などを設けるなど、住民に最も身近な基礎的自治体である市町村が中心となり、当事者

及び保健・医療・福祉に携わる者を含む様々な関係者が情報共有や連携を行う体制の構築が求

められています。 

 

【国の目標値】 

○平成 32 年度末までに全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置 

 

【第 5期計画の目標】 

・本市では、平成 32 年度末までに保健・医療・福祉関係者により協議する体制整備を進めます。 
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４．地域生活支援拠点等の整備 

【目標値にあたっての国の考え方】 

・障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、相談をはじめ、体験の機会や緊急時

の対応等の必要な機能を備えた「地域生活支援拠点等」は、第 4 期障害福祉計画期間中に整備

することとして進めてきました。 

・国の基本指針では、平成 32 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備するこ

とに改められています。 

 

【国の目標値】 

○平成 32 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とする。 

 

【第 5期計画の目標】 

・本市では、平成32年度末までに市内または圏域に少なくとも一つを整備する体制を図ります。 

 

５．福祉施設から一般就労への移行促進 

【目標値にあたっての国の考え方】 

・国の基本指針における「福祉施設から一般就労への移行」に関する市町村の目標値の設定の考

え方では、平成 32年度中に、平成 28 年度の一般就労への移行実績の 1.5 倍以上にすること、

就労移行支援事業の利用者数を平成 28 年度末の利用者数から 2 割以上増加させること、就労

移行支援事業所のうち就労移行率が3割以上の事業所を全体の5割以上とすることが設定され

ています。 

 

【国の目標値】 

○一般就労への移行者数の増加： 

平成 32 年度中に一般就労に移行する者を、平成 28 年度の一般就労への移行実績の 1.5 倍

以上とすることを基本とする。 

○就労移行支援利用者数の増加： 

平成 32 年度末における利用者数が、平成 28 年度末における利用者数の 2 割以上増加する

ことを目指す。 

○就労移行支援事業所ごとの就労移行率の増加： 

平成 32 年度末までに、就労移行支援事業所のうち、就労移行率が 3 割以上の事業所を全体

の 5 割以上とすることを目指す。 

○就労定着支援による職場定着率の増加： 

各年度における就労定着支援事業による支援を開始した時点から 1 年後の職場定着率を

80％以上とすることを基本とする。 
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【第 5期計画の目標】 

・一般就労移行者数 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

一般就労移行者数 ５ 人 ８ 人 

 

・就労移行支援事業利用者数の増加 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

就労移行支援事業利用者数 12 人 16 人 

 

・就労移行率の高い就労移行支援事業所の増加 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

就労移行支援事業所数 ８ 事業所 ９ 事業所 

（うち）就労移行率３割以上 ２ 事業所 ４ 事業所 

 

・就労定着支援による就労定着 

 国の基本指針を踏まえて、障害者就労移行事業所、生活支援センターの協力、自立支援協議

会を活用するなど、福祉、産業、労働及び教育機関との連携を強化していきます。 
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６．障害児に対する重層的な地域支援体制の構築 

【目標値にあたっての国の考え方】 

・国の基本指針では、障害児に対する重層的な地域支援体制の構築に関し、平成 32 年度末まで

に達成すべき目標として「児童発達支援センターを各市町村に少なくとも 1 か所以上設置する

こと」と「全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築すること」の２

つの設定を求めています。 

 

【国の目標値】 

 ○平成 32年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置するこ

とを基本とする。 

○平成 32 年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築す

ることを基本とする。 

 

【第 5期計画の目標】 

本市では、平成 32年度末までに、児童発達支援センターを市内に少なくとも１か所設置を目指

します。 
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第４章 サービス見込み量と確保の方策 

 

１．障害福祉サービスの見込み量 

１）訪問系サービス 

見込み量確保のための方策 

 訪問系サービスは、障害のある人が在宅生活を送る上で重要なサービスであるため、サービス利

用方法などを住民に対して分かりやすく説明しながら、サービスの普及・啓発に取り組みます。 

また、障害のある人の状態や希望に合わせて選択できるよう、サービス事業者間の連携・協力体

制の構築を促進し、サービスの確保に努めます。 

 

① 居宅介護 

入浴・排泄・食事の介護など、在宅生活における介護サービスを行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/月 2,577  2,505  2,374  

人分/月 107  125  100  

計画値 
時間分/月 3,000 3,000 3,150 

人分/月 130 130 140 

達成率 
時間分/月 85.9% 83.5% 75.4% 

人分/月 82.3% 96.2% 71.4% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅介護 
時間分/月 2,375  2,488  2,601  

人分/月 105 110 115 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
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② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者及び重度の知的障害、精神障害のある人で、常に介護を必要とする人に対し、

入浴・排泄・食事の介護及び移動の介護等を総合的に行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/月 636  624  691  

人分/月 2  2  3  

計画値 
時間分/月 750 750 950 

人分/月 4 4 5 

達成率 
時間分/月 84.8% 83.2% 72.7% 

人分/月 50.0% 50.0% 60.0% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

重度訪問介護 
時間分/月 705  755  781  

人分/月 3  4  5  

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 

 

①  同行援護 

 視覚障害により移動に著しい困難を有する障害者等に対し、外出時において同行し、移動に必要

な情報を提供するとともに、移動の援護等の支援を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/月 140  188  241  

人分/月 10  13  13  

計画値 
時間分/月 350 350 350 

人分/月 22 22 22 

達成率 
時間分/月 40.0% 53.7% 68.9% 

人分/月 45.5% 59.1% 59.1% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

同行援護 
時間分/月 291  343  393  

人分/月 15  16  17  

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数  
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④ 行動援護 

著しい行動障害を有する知的障害者・精神障害者で、常に介護を必要とする人に対し、移動の介

護、危険回避のための援護などの支援を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/月 780  749  741  

人分/月 34  35  31  

計画値 
時間分/月 900 900 980 

人分/月 46 46 50 

達成率 
時間分/月 86.7% 83.2% 75.6% 

人分/月 73.9% 76.1% 62.0% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

行動援護 
時間分/月 757  757  757  

人分/月 33  33  33  

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 

 

⑤ 重度障害者等包括支援 

 常に介護を必要とする障害者であって、その必要度が著しく高い人に対し、居宅介護などの障害

福祉サービスを包括的に提供します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/月 0  0  0  

人分/月 0  0  0  

計画値 
時間分/月 20 20 20 

人分/月 1 1 1 

達成率 
時間分/月 0.0% 0.0% 0.0% 

人分/月 0.0% 0.0% 0.0% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

重度障害者等包括支援 
時間分/月 20 20 20 

人分/月 1 1 1 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 



32 

 

２）日中活動系サービス 

見込み量確保のための方策 

 日中系サービスは、障害のある人の自立と社会経済活動への参加を実現するためにも重要である

ため、障害のある人の状態や希望に合わせて選択できるよう、事業者間の連携・協力体制を構築し

ながら、障害のある人に対する必要なサービスの確保・充実に努めます。 

また、官公需にかかる福祉施設の物品及び役務業務の受注について機会の拡大に努め、収入の安

定と雇用の創出を図ります。 

 

① 生活介護 

 常に介護を必要とする障害者に対し、主に日中に障害者支援施設等で行われる入浴・排泄・食事

等の介護や創作的活動・生産活動等の支援を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 3,831  3,967  4,087  

人分/月 204 219  226 

計画値 
人日分/月 3,500 3,700 4,100 

人分/月 190 200 210 

達成率 
人日分/月 109.5％ 107.2％ 107.6％ 

人分/月 107.4％ 109.5％ 107.6％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5 期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活介護 
人日分/月 4,218 4,341 4,470 

人分/月 238 247 258 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
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② 自立訓練（機能訓練） 

 身体障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体機能向上のた

めに必要な訓練等を行います。  

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 84  62  44  

人分/月 5  4  3  

計画値 
人日分/月 120 120 140 

人分/月 6 6 7 

達成率 
人日分/月 70.0％ 51.7％ 31.4％ 

人分/月 83.3％ 66.7％ 42.9％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立訓練（機能訓練） 
人日分/月 60  60  60  

人分/月 4  4  4  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

③ 自立訓練（生活訓練） 

 知的障害者・精神障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、生活

能力の向上のために必要な訓練等を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 85  85  79  

人分/月 5  5  6  

計画値 
人日分/月 300 300 300 

人分/月 12 12 12 

達成率 
人日分/月 28.3％ 28.3％ 26.3％ 

人分/月 41.7％ 41.7％ 50.0％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立訓練（生活訓練） 
人日分/月 80  80  80  

人分/月 6  6  6  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数  
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④ 就労移行支援 

 一般企業への雇用又は在宅就労等が見込まれる障害者であって、就労を希望する人に対し、生産

活動等を通じ就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 196  221  239  

人分/月 10  11  12  

計画値 
人日分/月 280 280 280 

人分/月 20 20 20 

達成率 
人日分/月 70.0％ 78.9％ 81.3％ 

人分/月 50.0％ 55.0％ 60.0％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労移行支援 
人日分/月 262  281  303  

人分/月 13  14  15  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

⑤ 就労継続支援Ａ型 

 通常の事務所に雇用されることが困難な障害者を雇用し、生産活動その他を通じて、その知識・

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 1,100 1,368  1,355  

人分/月 53  65  71  

計画値 
人日分/月 700 800 800 

人分/月 35 40 40 

達成率 
人日分/月 157.1％ 171.0％ 169.4％ 

人分/月 151.4％ 162.5％ 177.5％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労継続支援Ａ型 
人日分/月 1,529  1,579 1,711 

人分/月 81 88 97 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
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⑥ 就労継続支援Ｂ型 

 雇用には至らないが、雇用に向けより実践的な訓練を必要とする人、再度雇用の場に戻ることを

希望する人に対し就労機会を提供するとともに、その知識・能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 1,621 1,691  2,013  

人分/月 100  116  122  

計画値 
人日分/月 1,400 1,500 1,500 

人分/月 85 90 90 

達成率 
人日分/月 115.8％ 112.7％ 134.2％ 

人分/月 117.6％ 128.9％ 135.6％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労継続支援Ｂ型 
人日分/月 2,167 2,433 2,624 

人分/月 135 143 154 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

⑦ 就労定着支援【新規サービス】 

 就労移行支援等の利用を経て、一般就労へ移行し、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生

じている障害のある人を対象に、企業・自宅等への訪問や障害のある人の来所により、必要な連絡

調整や指導・助言等の支援を行います。 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労定着支援 人分/月 1 1 1 

※人分／月：月間利用者数 
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⑧ 療養介護 

 医療を要する障害者であって、常に介護を必要とする人に対し、病院等の施設において行われる

機能訓練、必要な医療、療養上の管理、看護、医学的な管理下における介護等の支援を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 15  15  15  

計画値 人分/月 14 14 15 

達成率 人分/月 107.1% 107.1% 100.0% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

療養介護 人分/月 15 15 15 

※人分／月：月間利用者数 

 

⑨ 短期入所（ショートステイ） 

 居宅において介護を行う人の疾病などの理由により、障害福祉施設等への短期間の入所を必要と

する障害者に対し、必要な介護等の支援を行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 191 176 221 

人分/月 23 27 34 

計画値 
人日分/月 150 160 165 

人分/月 20 21 22 

達成率 
人日分/月 127.3％ 110.0％ 133.9％ 

人分/月 115.0％ 128.6％ 154.5％ 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

短期入所 
人日分/月 226 258  272  

人分/月 39  45  51  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
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３）居住系サービス 

見込み量確保のための方策 

 住み慣れた地域で安心した生活を送ることができるためにも、居住系サービスの確保に取り組む

ことが必要です。そのため、新たな事業者の参入を促進する環境整備に努めるとともに、障害者に

対する差別・偏見をなくし、障害のある人の地域生活への移行を円滑にするため、障害に関する知

識の啓発活動に取り組みます。 

様々な障害特性への対応や地域生活を送る上でのニーズに応じた支援を行うことができる人材

を確保するため、県と連携してその養成・研修に努めます 

 

① 共同生活援助（グループホーム） 

 グループホームは、地域において共同生活を営むのに支障のない知的障害者・精神障害者につき、

共同生活を営む居住において、相談その他日常生活の援助を行います。 

 

 

■第 4期計画と利用実績 

   平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 共同生活援助 人分/月 37 42 49 

計画値 共同生活援助 人分/月 58 60 65 

達成率 共同生活援助 人分/月 63.8% 70.0% 75.4% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

共同生活援助 人分/月 54  59  65  

※人分／月：月間利用者数 
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② 施設入所支援 

 障害者支援施設等に入所する障害者に対し、主として夜間に入浴・排泄・食事等の介護を行いま

す。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 89  86  86  

計画値 人分/月 88 86 79 

達成率 人分/月 101.1% 100.0% 108.9% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

施設入所支援 人分/月 83  80  78  

※人分／月：月間利用者数 

 

③ 自立生活援助【新規サービス】 

 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象に、定期的な巡回訪問や随時の対応によ

り、円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行います。 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立生活援助 人分/月 0  1  1  

※人分／月：月間利用者数 
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４）相談支援 

見込み量確保のための方策 

 障害のある人が地域において自立した生活を営むためには、障害福祉サービスの適切な利用を支

える相談支援体制の充実が不可欠です。 

計画相談は、継続して、すべての障害のある人、児童を対象に、サービス等利用計画の作成やモ

ニタリングなどに取り組みます。 

 また、庁内の連携を推進し、地域における相談支援窓口の拡充に努めます。 

 さらに、民生児童委員協議会や社会福祉協議会と連携を図りながら、身近な地域で気軽に相談で

きる体制づくりに取り組みます。 

  

① 計画相談支援 

 障害福祉サービスを利用する人の心身の状況や環境、サービス利用の意向等を踏まえ、最も適切

なサービスの組み合わせを検討し、サービス等利用計画を作成します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 54 58 63 

計画値 人分/月 29 33 34 

達成率 人分/月 186.2% 175.8% 185.3% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画相談支援 人分/月 68  73  77  

※人分／月：月間利用者数 
 

② 地域移行支援 

病院や施設から地域生活に移行する人を対象に、住居の確保等の活動を支援します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 1 0 0 

計画値 人分/月 10 15 15 

達成率 人分/月 10.0% 0.0% 0.0% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域移行支援 人分/月 1 1 1 

※人分／月：月間利用者数 
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③ 地域定着支援 

地域生活に移行した人が安定した生活を送れるよう、緊急事態の相談等に対応します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 1 0 0 

計画値 人分/月 1 2 2 

達成率 人分/月 100.0% 0.0% 0.0% 

※人分／月：月間利用者数 
  ※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域定着支援 人分/月 1 1 1 

※人分／月：月間利用者数 

 

２．地域生活支援事業の見込み量 

見込み量確保のための方策 

 地域生活支援事業は、障害のある人や児童が、自立した日常生活、社会生活を営むことができる

よう、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟な事業形態で実施するものです。事業としては、法

律上実施しなければならない事業（必須事業）と、実施については市町村の判断に委ねられている

事業（任意事業）があります。 

 サービス内容や利用方法などについて、住民に対して分かりやすく説明しながら、サービスの普

及・啓発に努めます。 

特に、移動支援事業や日中一時支援事業、地域活動支援センターについては、サービス事業者と

連携を図りながら、サービスの充実・確保に取り組みます。また、障害のある人の社会参加を促進

するため、意思疎通支援事業や社会参加促進事業等の充実を図ります。 

 

１）必須事業 

① 理解促進・研修啓発事業 

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するため、障害者等の

理解を深めるための研修・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化する事業です。 

 

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 実施の有無 有 有 有 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

理解促進・研修啓

発事業 
実施の有無 有 有 有 
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② 自発的活動支援事業 

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等、その家族、地域

住民等による地域における自発的な取り組みを支援する事業です。 

 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 実施の有無 有 有 有 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自発的活動支援

事業 
実施の有無 有 有 有 

 

③ 相談支援事業 

 障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供要の便宜を供与することや権利擁護のために必要

な支援を行うことにより、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにす

ることを目的とした事業です。 

 

■第 4期計画と利用実績 

項目  単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

障害者相談支援事業 か所 

実績 3  3  3  

計画値 5 5 5 

達成率 60.0% 60.0% 60.0% 

基幹相談支援センター 設置の有無 実績 無 無 無 

市町村相談支援強化事業 実施の有無 実績 無 無 無 

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害者相談支援事業 か所 3  3  3  

基幹相談支援センター 設置の有無 無 無 有 

市町村相談支援強化事業 実施の有無 無 無 有 
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④ 成年後見制度利用支援事業 

知的障害者や精神障害者が自分で契約や金銭管理ができなくなったときの相談や、成年後見人制

度の紹介を行います。本人に申し立てる能力がなく、親族がいない場合は、市長が申し立てを行い

ます。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 実施の有無 2 2 2 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度利用支

援事業 
実施の有無 2 3 4 

 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備す

るとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 実施の有無 無 無 無 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度法人後

見支援事業 
実施の有無 無 無 有 
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⑥ 意思疎通支援事業 

 視覚・言語機能・音声機能・その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に、

障害者等とその他の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣などを行い、意思疎通の円滑化を図る

ことを目的とした事業で、大和高田市社会福祉協議会における委託事業として実施しています。 

 

■第 4期計画と利用実績 

項目  単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

手話通訳派遣事業 
年間 

延派遣回数 

実績 288  275  290  

計画値 240 250 260 

達成率 120.0% 110.0% 111.5% 

要約筆記者派遣事業 
年間 

延派遣回数 
実績 9  10  10  

専任手話通訳者設置 

事業 
人 実績 1  1  1  

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

項目  単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話通訳者派遣事業 
年間 

延派遣回数 
286  295  296  

要約筆記者派遣事業 人 11  12  13  

専任手話通訳者設置

事業 
人 1  1  1  
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⑦ 日常生活用具給付等事業 

 重度障害者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与すること等により日常生

活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的とする事業です。 

 

■第 4期計画と利用実績 

項目  単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護・訓練支援用具 件/年 

実績 3  7  8  

計画値 15 15 15 

達成率 20.0% 46.7% 53.3% 

自立生活支援用具 件/年 

実績 16  15  17  

計画値 35 35 35 

達成率 45.7% 42.9% 48.6% 

在宅療養支援用具 件/年 

実績 5  14  15  

計画値 10 10 10 

達成率 50.0% 140.0% 150.0% 

情報・意思疎通 

支援用具 
件/年 

実績 21  14  15  

計画値 20 20 20 

達成率 105.0% 70.0% 75.0% 

排泄管理支援用具 件/年 

実績 1,543  1,554  1,600  

計画値 1,550 1,550 1,550 

達成率 99.5% 100.3% 103.2% 

住宅改修費 件/年 

実績 3  4  5  

計画値 4 4 4 

達成率 75.0% 100.0% 125.0% 

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護・訓練支援用具 件/年 11  13  15  

自立生活支援用具 件/年 17  18  19  

在宅療養支援用具 件/年 15  15  15  

情報・意思疎通支援用具 件/年 17  17  17  

排泄管理支援用具 件/年 1,623  1,661  1,689  

住宅改修費 件/年 6  7  8  
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⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

 手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を修得した者を養成し、意思疎通を

図ることに支障がある障害者等の自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、支援し

ます。 

 なお、大和高田市社会福祉協議会における委託事業として実施しています。 

 

■第 4期計画と利用実績 

 単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

受講人数 

実績 40  42  50  

計画値 31 31 31 

達成率 129.0% 135.5% 161.3% 

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話奉仕員養成研修事業 登録見込み者数 54  61  66  

 

⑨ 移動支援事業 

 屋外での移動に困難がある障害者について、外出のための支援を行うことにより地域での自立生

活及び社会参加を目的とする事業です。 

 

■第 4期計画と利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
時間分/年 11,538  12,591  12,950  

人分/年 1,076  1,087  1,140  

計画値 
時間分/年 9,000 9,000 10,000 

人分/年 800 800 850 

達成率 
時間分/年 128.2% 139.9% 129.5% 

人分/年 134.5% 135.9% 134.1% 

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

移動支援事業 
時間分/年 13,772  14,285  15,004  

人分/年 1,165  1,209  1,240  

※人分／月：月間利用者数、時間分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用時間数 
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⑩ 地域活動支援センター 

 地域の実情に応じ創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等に便宜を供与す

る地域活動支援センターの機能を充実・強化することにより、障害者等の地域生活支援の促進を図

ることを目的とする事業です。 

 

■第 4期計画と利用実績 

 単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

か所 

実績 1  1  1  

計画値 1 1 1 

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 

人分/日 

実績 27  24  28  

計画値 24 25 26 

達成率 112.5% 96.0% 107.7% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域活動支援センター 
か所 1  1  1  

人分/日 27  29  29  

※人分／月：月間利用者数 

 

２）任意事業 

① 福祉ホーム事業 

 住居を必要としている人に、低額な料金で居室等を提供するとともに、日常生活に必要な支援を

行います。 

 

■第 4期計画と利用実績 

   平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
か所 1  1  1  

人分/月 1  1  1  

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

福祉ホーム事業 
か所 1  1  1  

人分/月 1  1  1  

※人分／月：月間利用者数 
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② 訪問入浴サービス事業 

 訪問により居宅において入浴サービスを提供します。 

 

■第 4期計画と利用実績 

 単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

か所 

実績 3  3  3  

計画値 5 5 5 

達成率 60.0% 60.0% 60.0% 

人分/月 

実績 5  5  5  

計画値 9 9 9 

達成率 55.5% 55.5% 55.5% 

※人分／月：月間利用者数 
※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

訪問入浴サービス事業 
か所 3  3  3  

人分/月 5 5 5 

※人分／月：月間利用者数 

 

③ 日中一時支援事業 

 障害のある人や児童を一時的に預かり、見守りおよび社会に適応するための日常的な訓練等を行

う事業により、障害のある人や児童の日中における活動の場を確保し、障害のある人の就労支援お

よび障害のある人や児童を日常的に介護している家族に一時的な休息を与えるサービスです。 

 

■第 4期計画と利用実績 

 単位  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

か所 

実績 15  20  22  

計画値 15 15 15 

達成率 100.0% 133.3% 146.7% 

延利用者数 

実績 289  301  320  

計画値 300 300 300 

達成率 96.3% 100.3% 106.7% 

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

日中一時支援事業 
か所 26  29  32  

延利用者数 334  352  367  
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④ 社会参加促進事業 

 

■第 4期計画と利用実績 

 項目  単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

 声の広報等発行事業 利用者数 250  253  250  

朗読奉仕員養成事業 利用者数 7  3  8  

芸術講座開催等事業 利用者数 237  240  250  

生活訓練事業 

(療育教室) 
利用者数 7  8  8  

※達成率＝「実績」÷「計画値」×100 

 

■第 5期計画見込み量 

 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

声の広報等発行事業 利用者数 251  251  251  

朗読奉仕員養成事業 利用者数 7  10  10  

芸術講座開催等事業 利用者数 255  264  270  

生活訓練事業 

(療育教室) 
利用者数 9  9  9  
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第５章 障害児サービス見込み量と確保の方策 

 

１．障害児の就学状況 

特別支援学校への就学状況は、小学部が 19 人、中学部が 22人となっています。また、障害児

学級は 44 学級、児童・生徒数は 156人となっています。 

 

平成 29 年度 

特別支援学校（視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱・身体）への就学状況 

小学部 19 人 

中学部 22 人 

 

平成 29 年度特別支援学級への入級状況 

  小学校 中学校 計 

特別支援

学級 

学級数 32 学級 12 学級 44 学級 

児童・生徒数 116 人 40 人 156 人 

 

２．障害児に対するサービス 

 

見込み量確保のための方策 

子ども・子育て支援法を根拠法とする「子ども・子育て支援事業計画」との調和を図り、乳幼児

から学校卒業までの一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ります。 

また、保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関との連携を図るとともに、障害児及びそ

の家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の

構築を図ります。 

 

① 児童発達支援 

日常生活の基本的動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

 

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 372 413 452 

人分/月 73 86 92 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

児童発達支援 
人日分/月 492  532  572  

人分/月 103  110  120  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
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② 放課後等デイサービス 

 放課後や学校休業中において、生活能力向上の訓練や創作活動等を行います。 

 

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 757 949 1135 

人分/月 124 154 171 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

放課後等デイサービス 
人日分/月 1,325  1,512  1,701  

人分/月 197  217  240  

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

③ 保育所等訪問支援 

 保育所等に通う障害児が、集団生活に適応できるよう支援します。 

  

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保育所等訪問支援 回数／月 0 0 0 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育所等訪問支援 回数／月 1 2 2 

 

④ 医療型児童発達支援 

 上下肢又は体幹の機能の障害のある児童に、児童発達支援と治療を行います。 

 

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 
人日分/月 0 0 0 

人分/月 0 0 0 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

医療型児童発達支援 
人日分/月 2 4 4 

人分/月 1 2 2 

※人分／月：月間利用者数、人日分／月：月間利用者／月×１人１か月あたりの平均利用日数 
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⑤ 障害児相談支援 

 障害児支援利用計画の作成等により、適切なサービス利用や課題の解決を支援します。 

 

■第 4期利用実績 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績 人分/月 16 24 27 

※人分／月：月間利用者数 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害児相談支援 人分/月 33  37  43  

※人分／月：月間利用者数 

 

⑥ 居宅訪問型児童発達支援【新規サービス】 

 重症心身障害児などの重度の障害があり、児童発達支援等の障害児通所支援を受けるための外出

が著しく困難な障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等

の支援を行います。 

 

■第 5期計画見込み量 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅訪問型児童

発達支援 
人分/月 0 1 1 

※人分／月：月間利用者数 
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第６章 計画の推進 

 

１．目標達成に向けたネットワークの構築 

 計画目標の達成に向け、諸施策の着実な実施を図るとともに、地域全体で障害のある人を支える

力を高める観点から、障害者関係団体、福祉サービス事業者、保健・医療関係者、企業等の地域ネ

ットワーク（地域自立支援協議会等）の構築、強化を進めます。 

 特に、就労支援については福祉と雇用、教育との連携が重要であり、関係機関が一体となった総

合的な取り組みを進めます。 

 

２．計画の推進体制の強化 

１）住民参加の推進 

 

 住民・ボランティア・関係団体等で構成した組織を設定するなど、障害者及び障害者団体などの

要望・意見を把握し、効果的な計画の実施に取り組みます。 

 

２）庁内における計画の推進体制 

 

 本計画の着実な実施に向け、他の部門別計画などの整合性を図るとともに、福祉部門と保健部門

等の庁内関係部門との連携を深め、計画の総合的な推進を図ります。 

 

３）関係機関との連携 

 

 障害者に関する施策について、国・県及び近隣市町村との連携のもと、総合的かつ効果的な実施

を図ります。 

 

４）地域自立支援協議会との連携 

 

 中和地区 3 市 1 町障害者自立支援協議会と連携を図りながら、地域における障害のある人等へ

の支援体制に関する情報の共有や関係機関との連携強化に努めるとともに、地域の実情に応じた体

制づくりに取り組み、計画を推進していきます。 

 

３．計画の進捗管理と評価 

障害者総合支援法において、計画に定める事項について、定期的に調査、分析及び評価を行い、

必要があると認めるときは、計画を変更すること、その他の必要な措置を講じること（ＰＤＣＡサ

イクル）とされています。 

 そのため、本計画では、ＰＤＣＡサイクルに沿って、事業を実施し、各事業の進捗状況や数値目
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標の達成状況などについて、少なくとも年１回は実績を把握していきます。その際、必要がある場

合は、計画の変更や事業の見直し等を行います。 

 

 ＰＤＣＡサイクルとは 

 さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善などに広く活用されているマネジメント手法

で、「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」「改善（Act）」のプロセスの順に実施していくも

のです。 

 

 

（障害福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「障害福祉計画策定に係る実態調査およびＰＤＣＡサイクルに関するマニュアル（改訂版）」抜粋 

 

  

■計画の内容を踏まえ、事業

を実施する。 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認

めるときは、障害福祉計画の見直し等を実施。 

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定するとともに、障害福

祉サービスの見込量の設定やその他確保方策等を定める。 

■成果目標及び活動指標については、少なくとも年一回は実績を把握し、障害

者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障害福祉計画の中間評価として分

析・評価を行う。 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について公表

することが望ましい。 

■活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評価を

行うことが望ましい。 

・障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、サービス

提供体制に関する見込量の見込み方の提示 

基本指針 

計画（Plan） 

改善（Act） 実行（Do） 

評価（Check） 
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